
令和７年度 週休２日制促進工事の導入について 

【目 的】 

改正労働基準法（平成30年6月成立）による罰則付き時間外労働規制が令和６年４月から建設業に適用された。また，建設業界における高齢化等により技

能労働者が大量に離職することが見込まれている。将来にわたる社会資本の品質確保と適切な機能維持を図るためには，建設業の将来を担う若者の入職･定着

を促し，人材を確保することが最重要課題であり，労働環境の改善，建設業の魅力向上が必要とされている。 

これらの状況を踏まえ，適正な工期設定とそれに伴う必要な経費補正に対応した週休２日制促進工事を導入するものである。 

【週休２日制促進工事のフロー】 

 

 

 

 

※１（発注者指定型） 

・当初設計の時点で週休２日制に係る経費補正を実施。最終的に週休２日を達成できなかった場合は，変更契約により補正分を減額。 

※２（受注者希望型） 

・当初設計の時点では週休２日制に係る経費は見込まない。最終的に週休２日を達成した場合は，変更契約により補正分を増額。 

★受発注者協議 

★受発注者協議 

建設工事の検討開始 

（対象外） 

 現場作業期間１箇月以上であっても，

以下に該当する場合は対象外。 

① 工期の大半が工場制作で現場作業が

1 週間程度の工事 

② 早期の工事完成が必要と判断される

工事（災害復旧等の緊急工事，共用開

始時期が決められている工事等） 

③ 経費補正等基準が定められていない

工事 

④ 現場特性により施工時期や施工期間

に制約があると判断される工事（学校

の夏休み期間中での工事等） 

⑤ その他，対象とすることが適当では

ないと工事担当課が認める工事 

設計金額３千万円 

（経費補正前） 
※原則，発注者指定型

とするが，当面の間，

暫定措置として適用 

以下 超 

受注者希望型 ※2 発注者指定型 ※1 

希望しない 

対 象 外 

希望する 

現場作業期間：１箇月以上 

 

《現場閉所対象日》 

 月単位で 28.5％（2/7） 

《工事成績評定》 

 加点なし 

 

 

《現場閉所対象日》 

 すべての土曜日，日曜日 

《工事成績評定》 

 加点あり 

完全週休２日制 ４週８休制 

現場作業期間：１箇月未満 


